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議案第３２号

　（総　則）
第１条　令和２年度笠間市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。　

　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。　

（１） 件
（２） ㎥
（３） ㎥
（４）

千円
千円

　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。　

　第１款　水道事業収益　 千円 　第１款　水道事業費用　 千円
千円 第１項 千円
千円 第２項 千円
千円 第３項 千円

第４項 千円

　（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額463,693千
　円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額27,121千円，過年度分損益勘定留保資金436,572千円で補てんするも
　のとする。）

支　　出

営 業 費 用第１項
第２項
第３項 特 別 利 益

主要な建設改良事業

営 業 外 収 益

石 綿 管 更 新 事 業

営 業 収 益

浄 水 場 更 新 事 業

令和２年度笠間市水道事業会計予算

給 水 件 数
年 間 総 給 水 量
一 日 平 均 給 水 量

営 業 外 費 用

収　　入

特 別 損 失
予 備 費
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　第１款　資本的収入 千円 　第１款　資本的支出　 千円
千円 第１項 千円
千円 第２項 千円
千円
千円

　（企業債）
第５条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

千円

　（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は，100,000千円と定める。　

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。　

　第１款　水道事業費用

第２項
特 別 損 失第３項
営 業 外 費 用

企 業 債

収　　入

第１項
第３項

工 事 負 担 金
他 会 計 負 担 金

第４項

支　　出

営 業 費 用

固定資産売却代金

浄水場更新事業

第１項

限　度　額起債の目的

第６項

配水管整備事業

普通貸借
 又は

証券発行

　

　政府資金については，その融資条件
により，銀行その他の場合にはその債
権者と協定するものによる。
  ただし，企業財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し，又は繰上
償還もしくは低利に借換えすることが
できる。

償 還 の 方 法

企 業 債 償 還 金

　
　
　5.0％以内（ただし，利率見
直し方式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資金
について，利率の見直しを行っ
た後においては，当該見直し後
の利率）

起債の方法

建 設 改 良 費

利　　率
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については，これらの経費の金額を，これらの経費のうち他の経費の金額に，若しくはこれら以外の
　経費の金額に流用し，又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。  

　（１） 千円

　（他会計からの補助金）
第９条　一般会計からこの会計へ負担金，補助金及び出資金を受ける金額は，次のとおりである。　
収益的収入 資本的収入
（１）消火栓維持管理に要する負担金 千円 （１）消火栓設置に要する負担金　 千円
（２）高料金対策補助金 千円
（３）児童手当に要する補助金 千円

　（たな卸資産購入限度額）
第１０条　たな卸資産の購入限度額は，6,000千円と定める。　

　　　令和２年２月２７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　笠間市長　　山口　伸樹　　

職 員 給 与 費
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令和２年度笠間市水道事業会計予算に関する説明書
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(収　　入) (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　    　　　　 　　考

 1  水道事業収益

 1  営業収益

 1  給水収益

 2  受託工事収益

 3  その他営業収益

 2  営業外収益

 1  受取利息及び配当金

 2  他会計補助金

 4  長期前受金戻入

 5  雑収益

 3  特別利益

 1  固定資産売却益

 2  過年度損益修正益

 3  その他特別利益

収益的収入合計

令和２年度　笠間市水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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(支　　出) (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　    　　　　 　　考

 1  水道事業費用

 1  営業費用

 1  原水及び浄水費

 2  配水及び給水費

 3  受託工事費

 4  業務費

 5  総係費

 6  減価償却費

 7  資産減耗費

 8  その他営業費用

 2  営業外費用

 1  支払利息及び企業債取扱諸費

 2  消費税及び地方消費税

 3  雑支出

 3  特別損失

 1  固定資産売却損
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(単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　    　　　　 　　考

 4  過年度損益修正損

 5  臨時損失

 6  その他特別損失

 4  予備費

 1  予備費

収益的支出合計
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(収　　入) (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　    　　　　 　　考

 1  資本的収入

 1  企業債

 1  企業債

 3  他会計負担金

 1  一般会計負担金

 4  工事負担金

 1  補償工事負担金

 6  固定資産売却代金

 1  固定資産売却代金

× 他会計出資金

× 一般会計出資金  廃除科目

資本的収入合計

資　本　的　収　入　及　び　支　出
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(支　　出) (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　    　　　　 　　考

 1  資本的支出

 1  建設改良費

 1  事務費

 2  施設改良費

 3  資産購入費

 2  企業債償還金

 1  企業債償還金

資本的支出合計
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△ 26
前　年　度
比　 　 較 △ 114 △ 678

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

区　　分 時間外勤務手当 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当
期末手当
勤勉手当

通勤手当 退職手当 地域手当

本　年　度

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員 △ 75 △ 53

合 計

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

資本勘定支弁職員

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員

合 計

１．総　括 （単位：千円）

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法  定
福利費 合　計特別職 一般職

報  酬 給  料 手  当 計
（人） （人）

給 与 費 明 細 書
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１　この表は，会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

　ア　会計年度任用職員以外の職員

△ 678

特別職 一般職

（人）

△ 26

報  酬 給  料 手  当 計
区　　　　分

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費

（人）

合　計

（単位：千円）

法  定
福利費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

合 計

資本勘定支弁職員

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

△ 75

合 計

資本勘定支弁職員 △ 53

前
　
年
　
度

手
当
の
内
訳

住居手当

前　年　度
△ 114比　 　 較

本　年　度

扶養手当区　　分 時間外勤務手当 通勤手当特殊勤務手当 退職手当

（単位：千円）

地域手当
期末手当
勤勉手当

管理職手当

備考
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前年度　   10人

増　減  　  0人

　ア　会計年度任用職員以外の職員

前年度　   10人

増　減  　  0人

備考 １　この表は，給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記

　載している。

手当

 制度改正に伴う増減分  令和元年人事院勧告によるもの

 その他の増減分  人事異動等によるもの

区   分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳 説　明 備　考

給料

 給与改定に伴う増減分  令和元年人事院勧告によるもの

 昇給に伴う増加分  普通昇給によるもの   平均昇給率0.85％

 その他の増減分  人事異動等によるもの 職員数の異動状況

本年度　   10人

（単位：千円）２．給料及び手当の増減額の明細

区   分 増  減  額

給料

増 減 事 由 別 内 訳 備　考説　明

 人事異動等によるもの

 令和元年人事院勧告によるもの

 令和元年人事院勧告によるもの

職員数の異動状況 人事異動等によるもの

平均昇給率0.85％ 普通昇給によるもの   

本年度　   10人

 昇給に伴う増加分

 給与改定に伴う増減分

 その他の増減分

手当

 制度改正に伴う増減分

 その他の増減分
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令和 年 月 日現在

平 均 年 齢

平 均 年 齢

行 政 職（一）

平均給与月額

（歳）

平均給料月額

（２）初任給

高   校   卒

行 政 職 （一）

（１）職員１人当たり給与

３．給料及び手当の状況

行 政 職 （一）

（単位：円）
行 政 職 （二）

（単位：円）

行 政 職 （二）
行 政 職 （二）

平均給料月額

区　　　　　　　分

一般会計の制度

平均給与月額

平成 年 月 日現在

区      分

（歳）

大   学   卒
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３ ３

１

１ １

計

２

７

６

５

５

４

行政職

平成 年 月 日現在

部長・参事

区    分

計

４  級

３

２

７  級 １  級

 定型的な業務を
 行う職務

６  級

 高度の知識又は経験を必
 要とする業務を行う職務係長・主幹

２  級３  級

級

（３）級別職員数

区       分
行 政 職 （ 一 ）

級

行 政 職 （ 二 ）

構成比 （％）

 （級別の標準的な職務内容）

４

課長補佐 主査

１

　職員数 （人）　職員数 （人） 構成比 （％）

６

令和 年 月 日現在

４

７

２

５  級

課長・副参事

３

４

２
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１号給

３号給

５号給

 比　 率

７号給

４号給

２号給

６号給

（Ｂ）/（Ａ）（％）

（Ａ）

号給数別内訳

（４）昇給

区　　　　分

 比　 率 （Ｂ）/（Ａ）（％）

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

７号給

 職     員     数 

（単位：人）

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

 職     員     数 （Ａ）

号給数別内訳

合　　　計 行 政 職（一） 行 政 職（二）

２号給

６号給

１号給

３号給

５号給

４号給

前

年

度

本

年

度
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（６）期末手当・勤勉手当

国の制度

有

有

有

支 給 率

支 給 率 （％）

支 給 対 象 職 員 数 （人）

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

支給率計

（月分）

笠間市

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

有同　上 同　上
（支給率等）

国 の 制 度
同　上 同　上

支 給 率 等

（月分） （月分） 加算措置等

最高限度 その他の  25年勤続の者

（月分）

有

20年勤続の者 35年勤続の者
区    分

（月分）
備　考

支給期別支給率
区    分

６月 （月分） １２月 （月分）
備　考

本   年   度

前   年   度

国の指定基準に基づく
（％）

（５）地域手当    

支 給 対 象 地 域
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差異の内容

通 勤 手 当 同

住 居 手 当 同

扶 養 手 当 同

（８）その他の手当    

区          分 国の制度との異同
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債務負担行為に関する調書

金　　額 給水収益等

千円千円 千円 千円

期　　間 金　　額

事　　項
支 払 義 務 発 生 左の財源内訳

（ 見 込 ） 額 予 定 額限 度 額

１６８，３００水道料金徴収等業務委託 ４１６，１６０ ２４７，８６０

期　　間

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生

令和 ２ 年度から

令和 ３ 年度まで
１６８，３００

平成２９年度から

令和 元 年度まで
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Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
　　当年度純利益
　　減価償却費
　　受取利息及び受取配当金 △ 3,066,083
　　支払利息
　　固定資産除却費
　　未収金の増減額 △ 8,557,348
　　未払金の増減額 △ 5,774,540
　　たな卸資産の増減額 △ 2,750,000
    長期前受金戻入額 △ 149,040,412
    賞与引当金増減額
    法定福利費引当金増減額
    貸倒引当金増減額
　　　　小計
　　利息及び配当金の受取額
　　利息の支払額 △ 45,722,331
　　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有形固定資産の取得による支出 △ 279,481,782
　　一般会計負担金による収入
　　工事負担金による収入
　　有価証券の償還による収入
　　有価証券の取得による支出
　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 244,233,582

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
　　建設改良企業債による収入
　　建設改良企業債償還による支出 △ 247,208,195
　　他会計からの出資による収入
　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 167,208,195

　　　　　資金増加（減少）額
　　　　　資金期首残高
　　　　　資金期末残高

（令和　２年　４月　１日から令和　３年　３月３１日まで）

令和２年度　笠間市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　

（単位：円）
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円 円 円 円

１  固定資産

(１)  有形固定資産

イ  土地

ロ　建物

  　建物減価償却累計額 △ 122,667,383

ハ　構築物

  　構築物減価償却累計額 △ 12,726,211,661

二　機械及び装置

  　機械及び装置減価償却累計額 △ 1,564,810,481

ホ　車両運搬具

  　車両運搬具減価償却累計額 △ 4,497,595

へ　工具器具及び備品

  　工具器具及び備品減価償却累計額 △ 12,297,072

ト　建設仮勘定

  　有形固定資産合計

(２)  無形固定資産

イ　電話加入権

  　無形固定資産合計

(３)  投資その他の資産

イ　投資有価証券

  　投資その他の資産合計

  　固定資産合計

２  流動資産

令和２年度　笠間市水道事業予定貸借対照表

(令和　３年　３月３１日)

資　産　の　部
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(１)  現金預金

(２)  未収金

  貸倒引当金 △ 8,000,000

(３)  貯蔵品

  　流動資産合計

  　資産合計

３  固定負債

(１)  企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債

  　企業債合計

  　固定負債合計

４  流動負債

(１)  企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債

  　企業債合計

(２)  未払金

(３)  引当金

イ  賞与引当金

ロ　法定福利費引当金

  　引当金合計

(４)  その他流動負債

  　流動負債合計

５  繰延収益

長期前受金

収益化累計額 △ 4,518,353,319

繰延収益合計

負　債　の　部

− 401 −



負債合計

６  資本金

７  剰余金

(１)  資本剰余金

イ  国庫補助金

ロ  一般会計補助金

ハ  加入分担金

二  工事負担金

ホ  一般会計負担金

へ  受贈財産評価額

ト  その他資本剰余金

  　資本剰余金合計

(２)  利益剰余金

イ  減債積立金

ロ  利益積立金

ハ  建設改良積立金

二  当年度未処分利益剰余金

  　利益剰余金合計

  　剰余金合計

  　資本合計

  　負債資本合計

資　本　の　部
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注記
　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数 建物 １５～６０年

構築物 １０～６０年
機械及び装置 　８～２０年
器具及び備品 　３～１５年

　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数 施設利用権 　　　　６年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　　退職給付引当金については，一般会計が全額負担する取扱いとしているため，退職給付に係る引当金の計上はしない。
　　（２）賞与引当金
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を
　　　　計上している。
　　（３）法定福利費引当金
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の
　　　　負担に属する額を計上している。
　　（４）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，回収不能見込額を計上している。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連
　　１　有形固定資産の減価償却累計額
　　２　長期前受金収益化累計額
　　３　資産に係る引当金に関する事項
　　　　貸倒引当金に計上されている未収金のうち，貸倒引当金8,000,000円が控除されている。
　　４　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　令和２年度において，期末手当及び勤勉手当として16,590,364円を支給するため，賞与引当金5,531,000円を取り崩す。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　令和２年度において，期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として3,178,418円を支出するため，法定福利費引当金
　　　　1,060,000円を取り崩す。
　　（３）貸倒引当金の取崩し
　　　　　令和２年度において，欠損処理費用として8,000,000円を支出するため，貸倒引当金8,000,000円を取り崩す。

14,430,484,192円
4,518,353,319円
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円 円 円

１  営業収益

(１)  給水収益

(２)  その他営業収益

２  営業費用

(１)  原水及び浄水費

(２)  配水及び給水費

(３)  業務費

(４)  総係費

(５)  減価償却費

(６)  資産減耗費

      営業利益

３  営業外収益

(１)  受取利息及び配当金

(２)  他会計補助金

(３)  長期前受金戻入

(４)  雑収益

４  営業外費用

(１)  支払利息及び企業債取扱諸費

      経常利益

５  特別損失

(１)  過年度損益修正損 △ 300,000

      当年度純利益

令和元年度　笠間市水道事業予定損益計算書

(平成３１年　４月　１日から令和　２年　３月３１日まで)

− 404 −



      前年度繰越利益剰余金

      その他未処分利益剰余金変動額

      当年度未処分利益剰余金
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円 円 円 円

１  固定資産

(１)  有形固定資産

イ  土地

ロ　建物

  　建物減価償却累計額 △ 117,854,389

ハ　構築物

  　構築物減価償却累計額 △ 12,296,919,693

二　機械及び装置

  　機械及び装置減価償却累計額 △ 1,533,539,515

ホ　車両運搬具

  　車両運搬具減価償却累計額 △ 4,497,595

へ　工具器具及び備品

  　工具器具及び備品減価償却累計額 △ 11,962,706

  　有形固定資産合計

(２)  無形固定資産

イ　施設利用権

ロ　電話加入権

  　無形固定資産合計

(３)  投資その他の資産

イ　投資有価証券

  　投資その他の資産合計

  　固定資産合計

２  流動資産

令和元年度　笠間市水道事業予定貸借対照表

(令和　２年　３月３１日)

資　産　の　部
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(１)  現金預金

(２)  未収金

  貸倒引当金 △ 8,000,000

(３)  貯蔵品

  　流動資産合計

  　資産合計

３  固定負債

(１)  企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債

  　企業債合計

  　固定負債合計

４  流動負債

(１)  企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債

  　企業債合計

(２)  未払金

(３)  引当金

イ  賞与引当金

ロ　法定福利費引当金

  　引当金合計

(４)  その他流動負債

  　流動負債合計

５  繰延収益

長期前受金

収益化累計額 △ 4,369,312,907

繰延収益合計

負　債　の　部
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負債合計

６  資本金

７  剰余金

(１)  資本剰余金

イ  国庫補助金

ロ  一般会計補助金

ハ  加入分担金

二  工事負担金

ホ  一般会計負担金

へ  受贈財産評価額

ト  その他資本剰余金

  　資本剰余金合計

(２)  利益剰余金

イ  減債積立金

ロ  利益積立金

ハ  建設改良積立金

二  当年度未処分利益剰余金

  　利益剰余金合計

  　剰余金合計

  　資本合計

  　負債資本合計

資　本　の　部
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令和２年度笠間市水道事業会計予算に関する明細書
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(収　　入) (単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 1  水道事業収益 △6,294 

 　　1  営業収益

 1  給水収益  1  水道料金  水道料金

 2  受託工事収益  1  給水工事収益  給水工事収益

 2  給水補償工事収益  給水補償工事収益

 3  配水補償工事収益  配水補償工事収益

 3  その他営業収益 △8,706  1  加入金  水道加入金

 2  手数料  申請・検査手数料

 3  一般会計負担金  消火栓維持管理負担金

 4  材料売却収益  材料売却収益

 5  雑収益  給水申請書売却収益

 職員人件費負担金

 　　2  営業外収益 △26,684 
 1  受取利息及び配当
　　金 △788  1  預金利息  預金利息

 2  有価証券利息  地方債利金

 2  他会計補助金 △24,050  1  一般会計補助金  高料金対策補助金

 児童手当補助金

収　益　的　収　入　及　び　支　出

備　　　　　　　考
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(単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 4  長期前受金戻入 △1,870  1  国庫補助金戻入  国庫補助金戻入

 2  一般会計補助金戻入  一般会計補助金戻入

 3  加入分担金戻入  加入分担金戻入

 4  工事負担金戻入  工事負担金戻入

 5  一般会計負担金戻入  一般会計負担金戻入

 6  受贈財産評価額戻入  受贈財産評価額戻入

 7  県補助金戻入  県補助金戻入
 8  その他長期前受金
     戻入  その他資本剰余金戻入

 5  雑収益  1  不用品売却収益  不用品売却収益

 2  その他雑収益  公共下水道賦課徴収業務受託金

 農業集落排水賦課徴収業務受託金

 流量計電気料（企業局）

 土地貸付収入（東京電力）

 　　3  特別収益

 1  固定資産売却益  1  固定資産売却益  固定資産売却益

 2  過年度損益修正益  1  過年度損益修正益  過年度損益修正益

 3  その他特別利益  1  その他特別利益  その他特別利益

81  貸倒引当金戻入益  貸倒引当金戻入益

備　　　　　　　考
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(支　　出) (単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 1  水道事業費用 △59,849 

 　　1  営業費用 △54,225 

 1 原水及び浄水費  11  備消耗品費  備消耗品費

 13  光熱水費  浄水施設電気料

 17  委託料  自家用電気工作物保安管理業務委託料

 浄水場警備委託料

 浄化槽維持管理委託料

 浄化槽清掃委託料

 18  手数料  腸内病原菌検査手数料

 浄水場浄化槽検査手数料

 20  修繕費  取水及び浄水施設修繕費

 25  動力費  浄水施設動力費

 27  工事請負費  工事請負費

 32  受水費  県水受水費

 34  保険料  浄水施設保険料

 2 配水及び給水費 △52,532  11  備消耗品費  備消耗品費

 12  燃料費  自家発電用燃料

 13  光熱水費  配水施設電気料

 14  印刷製本費  印刷製本費

備　　　　　　　考
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(単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 15  通信運搬費  配水施設回線使用料

 17  委託料  水道情報管理システム保守点検委託料 

 水道情報管理システムデータ更新委託料

 漏水処理待機委託料

 自家用電気工作物保安管理委託料

 配水施設警備委託料

 配水管漏水調査委託料

 老朽管処分委託料

 老朽管更新計画委託料

 18  手数料  水質検査手数料

 19  賃借料  配水施設土地賃借料

 20  修繕費  配給水管修繕費

 配水施設修繕費

 25  動力費  配水施設動力費

 26  薬品費  DPD残塩試薬薬品費

 28  材料費  配水施設修繕材料費

 34  保険料  配水施設保険料

 3 受託工事費  17  委託料  受託工事設計委託料

 38  給水工事費  給水工事費

備　　　　　　　考
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(単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 39  補償工事費  配水補償工事費

 4 業務費  11  備消耗品費  備消耗品費

 14  印刷製本費  印刷製本費

 15  通信運搬費  郵送料

 17  委託料  水道料金徴収等業務委託料

 機器保守点検委託料

 18  手数料  水道料金口座振替手数料

 コンビニ収納手数料

 19  賃借料  システム・PC機器等賃借料

 5 総係費    1  給料  一般職給料

   2  手当等  時間外勤務手当

 扶養手当

 住居手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 通勤手当

 児童手当

 退職手当負担金

備　　　　　　　考
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(単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 地域手当

   3  賞与引当金繰入額  賞与引当金繰入額

   5  報酬  水道運営審議会委員報酬

   6  法定福利費  市町村職員共済組合負担金

   7  旅費  普通旅費

 10  被服費  被服費

 11  備消耗品費  備消耗品費

 12  燃料費  公用車燃料費

 14  印刷製本費  印刷製本費

 15  通信運搬費  電話回線使用料

 17  委託料  システム保守業務委託料

 18  手数料  システム使用手数料

 公用車車検手数料

 19  賃借料  システム賃借料

 20  修繕費  公用車車検及び修繕費

 23  研修費  職員研修費

 29  補償金  補償金

 30  食糧費  食糧費

 31  負担金  浄化センターともべ共有経費負担金

備　　　　　　　考
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(単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 日本水道協会正会員負担金

 県中央広域水道建設促進協議会負担金

 公共料金暴力対策協議会負担金

 33  公課費  自動車重量税

 34  保険料  公用車保険料

 35  貸倒引当金繰入額  貸倒引当金繰入額

 80  法定福利費引当金
      繰入額  法定福利費引当金繰入額

 81  貸倒損失  貸倒損失

 6 減価償却費 △26,006  建物減価償却費

 構築物減価償却費

 機械及び装置減価償却費

 車両及び運搬具

 工具器具及び備品減価償却費

 42  無形固定資産減価
　　　償却費  無形固定資産減価償却費

 7 資産減耗費  43  固定資産除却費  固定資産除却費

 44  たな卸資産減耗費  たな卸資産減耗費

 8 その他営業費用  45  材料売却原価  材料売却代金

 41  有形固定資産減価
　　　償却費

備　　　　　　　考

− 416 −



(単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 51  雑支出  雑支出

 　　2  営業外費用 △5,624 

 1 支払利息及び企業
    債取扱諸費 △5,624  46  企業債利息  企業債利息

 2 消費税及び地方消
    費税

 49  消費税及び地方消
　　　費税  消費税及び地方消費税

 3 雑支出  50  不用品売却原価  不用品売却原価

 51  その他雑支出  その他雑支出

 　　3  特別損失

 1 固定資産売却損  52  固定資産売却損  固定資産売却損

 4 過年度損益修正損  56  過年度損益修正損  過年度調定還付分

 81  貸倒損失  貸倒損失

 5 臨時損失  55  臨時損失  臨時損失

 6 その他特別損失  57  その他特別損失  その他特別損失

 　　4  予備費

 1 予備費  予備費

備　　　　　　　考
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(収　　入) (単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 1  資本的収入 △3,004 

 　　1  企業債

 1  企業債  1  企業債  企業債

 　　3  他会計負担金

 1  一般会計負担金  1  一般会計負担金  消火栓設置負担金

 　　4  工事負担金 △14,687 

 1  補償工事負担金 △14,687  1  補償工事負担金  補償工事負担金

 　　6  固定資産売却代金

 1  固定資産売却代金  1  固定資産売却代金  固定資産売却原価

 　 ×  他会計出資金 △5,521 

× 一般会計出資金 △5,521  廃除科目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

備　　　　　　　考
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(支　　出) (単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 1  資本的支出

 　　1  建設改良費

 1 事務費 △1,280    1  給料  一般職給料

   2  手当等  時間外勤務手当

 扶養手当

 期末手当

 勤勉手当

 通勤手当

 退職手当負担金

 地域手当

   6  法定福利費  市町村職員共済組合負担金

 11　備消耗品費  備消耗品費

 2 施設改良費  17  委託料  設計委託料

 27  工事請負費  工事請負費

 3 資産購入費  17  委託料  用地測量委託料

 61  資産購入費  資産購入費

 　　2  企業債償還金 △25,018 

 1 企業債償還金 △25,018  62  企業債償還金  企業債償還金

備　　　　　　　考
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